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１．はじめに 

 

近年，都市環境，とりわけ都市域の住環境の諸問題

は，少子高齢化やライフスタイルの多様化といった人口

動態的社会的要因の変化のもとでより複雑化してきてい

る．これらの問題解決のために，都市交通戦略や環境改

善策の効果計測ならびに施策評価を定量的にできる都市

システムモデルによる検討手法の開発などが必要である． 

1970年代以降，世界中の研究者の多くは，多種多様

な都市モデルの開発を通じて，都市システムの変化過程

を分析している．よく取上げられた都市モデル30余りに

対して，Wegenerはそのレビュー研究1) 2)において，類型

化やモデル構造の詳細な考察を行い，これまで開発され

た都市システムの多くが世帯行動および住宅施設の他に，

ネットワーク，土地利用，事業所施設，従業者等，8つ

のサブシステムから構成されていること，またその中で

世帯の居住行動が都市モデルにおける主要なサブシステ

ムの一つとして位置づけられていることを指摘した．そ

して，世帯の居住行動は主に転居タイミング決定，住宅

所有形態別の選択および立地選択に分けられる．本研究

では，この中の転居タイミング決定に着目する． 

この分野については，数多くの研究者が効用理論に

基づき，多様な離散選択モデルを用いて分析している3)-

5)．しかしながら実際に離散分析モデルを用いて，この

転居タイミング決定を表現する際には幾つかの問題点が

存在する．その一つとして離散選択モデルの構築に十分

なデータの入手が困難であることが挙げられる．これは，

これら離散選択モデル系においては各時間断面での選択

を扱うために，往々にして転居タイミング決定というデ

ータが比較的まれなケースが生じることによる． 

そこで，本論文では，これらの問題を認識した上， 
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動学的な理論に基づいた生存時間分析手法を用いて，所

有形態別転居タイミング決定モデルの構築を目的とする． 

具体的には，まず既存研究をレビューした後に，生

存時間分析手法における2種類のモデル，コックス比例

ハザードモデルとパラメトリックモデルをそれぞれ用い

て，個人の転居タイミング決定モデルを定式化し，その

分析に必要な条件を明らかにする．次に，京都市域で実

施した住宅立地行動調査によるデータを用いて，世帯の

居住特性に関する実態を把握する．また，その結果に基

づき，所有形態別の転居率の差異を明らかにするために，

Kaplan-Meier法を用いて，有意性の検定を試みる．さら

に，定式化された転居タイミング決定モデルのパラメー

タを推定し，その上で，各手法について評価を行う．そ

して，これらより得られた知見をまとめることとする． 

 

２．既存研究のレビューと本研究の位置付け 

 

生存時間分析手法とは，ある基準の時刻から，ある

事象が生起するあるいは終了するまでの時間を解析の対

象とするモデルである6)．この手法の特徴として，解析

対象となる事象が生起するまでの時間は必ず正の値をと

り，多くの場合，時間の分布の裾が右に長くなるという

ことが挙げられる7)．以前から，主に医学分野や交通行

動分析分野において用いられている8)-14)． 

個人の転居タイミング決定分析という分野において

は，個人の居住年数（すなわち連続の転居タイミング決

定間隔）を検討する際に，分布の裾が右に長いなど，解

析の対象とされる生存時間と同じ性質を持っていると予

想される．よって，当該分野でも，生存時間分析手法の

使用が十分に可能でありかつ適切であると考えられ，近

年において広くこの手法の適用がなされている 15)-19)．       

個人の転居タイミング決定分析分野では，コックス

比例ハザードモデルの適用が，Ryuら15)によってはじめ

て提案され，Dengら16) 17)により改善されてきた．その一

方，コックス比例ハザードモデルは基準ハザード関数を

推定する必要がないため，居住年数の開始と終了のタイ

ミングを明確にすることができないと考え，Habibら18)

がその適用を批判してパラメトリックモデルの適用を進

めた．また，パラメトリックモデルを適用した方は時間

軸上での転居タイミング決定をよく把握することができ



ると，Sugikiら19)は主張している．しかし，これら提案

されたモデルに関する研究とも，過去のデータを用いて

動的挙動を再現するという再現性の検定を行わなかった． 

本研究では，これらの先行研究を踏まえたうえ，生存

時間分析手法におけるこの2種類のモデルをそれぞれ用

いて，調査データを分析し，個人の転居タイミング決定

分析分野における両モデルの適用の差異，特徴および再

現性を検討する．これまで筆者の知るところでは，この

分野においての両モデル適用の比較研究が見当たらない．

その意味で本研究により，今後の生存時間モデルのより

一層の有効な適用につながることが期待できる． 

 

３．転居タイミング決定モデルの構築 

 

本研究での生存関数（survival function）は，転居

タイミング決定がある時点tにおいてまだ行われていな

い確率を表す関数であり，ハザード関数（hazard 

function）は，転居タイミング決定がある時点tまでに

行われていないという条件での次の瞬間に決定があると

いう条件付き確率を表すものである．ここに，個人が転

居するまでの時間Tの分布を式(1)に示される生存関数

S(t)，および式(2)に示されるハザード関数h(t)で表し，

当該両関数の関係は式(3)で表す．F(t)は累積生存関

数，f(t)はTの確率密度関数である． 

   Sሺtሻ ൌ PrሺT ൒ tሻ ൌ 1 െ PrሺT ൑ tሻ ൌ 1 െ Fሺtሻ        ሺ1ሻ  

   hሺtሻ ൌ lim
∆୲՜଴

Prሺt ൑ T ൏ ݐ ൅ T|ݐ∆ ൒ tሻ ∆t⁄  

            ൌ lim
∆୲՜଴

Sሺtሻ െ Sሺt ൅ ∆tሻ ∆t · Sሺtሻ⁄           

        ൌ െ dሾlogSሺtሻሿ dt ൌ fሺtሻ Sሺtሻ⁄⁄                         ሺ2ሻ 

  Sሺtሻ ൌ exp ቈെ න hሺuሻdu
୲

଴
቉                                              ሺ3ሻ 

また，共変量をハザード関数に導入する方法と

して，コックス比例ハザードモデル20) 21)とパラメト

リックモデルとの2種類がある．前者の場合，個人の

転居タイミング決定が比例ハザード性を満たすため，

ハザード比が一定となる．ここでのハザード比と

は，ある時点で2つの群の転居タイミング決定確率

というハザード率の比である．後者の場合，比例

ハザード性を考慮する必要がない代わりに，特定

の確率分布を仮定する必要がある． 

これらの特性に焦点をあてて，生存時間分析手法

におけるこの2種類の方法をそれぞれ用いて，個人の転

居タイミング決定モデルを定式化する． 

 

（１）コックス比例ハザードモデル 

このモデルによる各時点での転居タイミング決

定確率を次のような関数（式4）で説明する． 

     hሺt|x୧ሻ ൌ h଴ሺtሻexpሺβ୧x୧ሻ                                          ሺ4ሻ 

ここで，h(t|xi)は共変量ベクトルxiを持つ個人i

のハザード関数，h0(t)は基準ハザード関数である．

βは未知パラメークベクトル，xiは個人iの共変量

ベクトルをそれぞれ表す．当該モデルは共変量を

ハザード関数のパラメータとしてモデルに導入す

る一方で，基準ハザード関数h0(t)を特定化せずに

推定するセミパラメトリックな階段関数である． 

また，パラメータの推定には，基準ハザードを

局外母数とみなしてβを推定するという部分尤度

法を用いる．部分尤度PLが式(5)のように表される． 

     PL ൌ ෑ
expሺβ୧x୧ሻ

∑ expሺβ୧x୧ሻ୩אRሺ୲ሻ୧אDሺ୲ሻ

                                      ሺ5ሻ 

ここで，D(t)は時点tに転居した個人の集合，R(t)

は時点tの直前のリスク集合となる．ここでのリス

ク集合とはその直前に観測された個人の集合を表

す． 

そして，複数の転居タイミングの決定が行われ

た観測データから，Breslow法 22)でパラメータを推

定することになる． 

 

（２）パラメトリックモデル 

パラメトリックモデルを用いる場合，ハザード

関数に何らかの確率分布を仮定する必要がある．

本研究では，a）指数分布，b）ワイブル分布，c）

対数ロジスティック分布，d）対数正規分布，e）

ゴンペルツ分布，合計 5 種類を取上げて，それぞ

れの分布形のハザード関数が式(6)から式(10)に示

す．そして，どの分布形がより適切かを実証的に

検討する． 

a）指数分布 

hሺtሻ ൌ λ                                                                      ሺ6ሻ 
b）ワイブル分布 

hሺtሻ ൌ λpt୮ିଵ                                                           ሺ7ሻ 
c）対数ロジスティック分布 

hሺtሻ ൌ
λpt୮ିଵ

1 ൅ λt୮                                                           ሺ8ሻ 

d）対数正規分布 

hሺtሻ ൌ
1 t⁄ · Ԅሾlogሺtሻ െ µ σ⁄ ሿ
1 െ Φሾlogሺtሻ െ µ σ⁄ ሿ                                 ሺ9ሻ 

e）ゴンペルツ分布 

hሺtሻ ൌ p · expሺെλtሻ                                               ሺ10ሻ 



ここで，pは形状パラメータであり，すなわち，時間と

ともにハザード率の変化傾向を表す．λは共変量ベクト

ルxiを持つ個人iの指数関数，すなわちexp(βixi)であ

る．Ԅは基準正規確率密度関数，Φは基準正規確

率分布関数である． 

モデルの推定に際しては，式(11)に示す尤度関数Lを

最大化することにより，未知パラメータの推定を行う． 

  L ൌ ∏ L୧ N
୧ୀଵ  

 ൌ ∏ ሾhሺt୧|x୧ሻ · Sሺt୧|x୧ሻሿ · ∏ Sሺt୧|x୧ሻ୧אRC   ୧אNC     ሺ11ሻ 

ここで，NCは打ち切りを受けていない個人の集合，RCは

右打ち切りを受けた個人の集合を示す． 

 

４．使用データの概要 

 

本研究で用いたデータは，京都市を対象に，平成19

年1月に実施されたアンケート調査によるものである(表

－1）． 

表－１ 調査概要 

調査対象 京都市内に居住する世帯 

調査期間 

配布：平成19年1月13日，15日，16日，

24日，25日 

回収：平成19年1月16日～2月8日 

調査方法 無作為抽出による郵送配布・郵送回収 

調査状况 

配布枚数： 5,000枚 

回収枚数： 907枚 

回収率：  18.1% 

調査内容 

世帯構成と個人属性： 

同居人数，性別，年齢，職業等 

居住地に関する質問： 

 居住年数，駅までの所要時間等 

住居形態に関する質問： 

 住居タイプ，所有形態等 

 

当該調査は，複数の元学区（元の小学校区／京都市

の統計単位）より，引っ越しに対する関心が高い層とう

いう観点から，京都市内で「15歳未満人口比率」と「生

産年齢（15～64歳）人口比率」の上位地区を選定した．

さらに上記に加えて，「京都高速沿道の地区」および

「都心部」も選定した（図－1）．また，調査内容は大

きく9部編成となり，世帯構成や個人属性，居住地に関

する質問等があった．その結果，回収枚数中の791件は

有効的なサンプルとして，今回の転居タイミング決定モ

デルのパラメータを推定する． 

生存時間分析手法による個人の転居タイミング決定

モデル構築においては，個人属性を共変量とした居住年

数分布を分析することになる．特に世帯居住地実態調査

では，｢前居住地」および「現居住地」の2つの転居タイ

ミング決定に関連する属性について質問を行った．また， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 配布エリア 

 

時間軸では前居住地での居住開始時，すなわち前居住へ

の転居時刻，現居住地での居住開始時，すなわち現居住

への転居時刻と現居住地での現時点の3時点での属性に

ついて質問をした． 

これから，モデルの再現性を検証し，居住期間にお

ける転居確率の分布形を説明するために，調査データ中

の前居住地部分を利用し，統計解析ソフトStata/SE（バ

ージョン10.0）で分析を行っていく． 

 

５．世帯の居住特性の実態把握 

 

（１）基礎的な集計分析 

既往研究23)により，所有形態別の居住特性および転居

要因は大きな差異があるため，本章では居住形態別で，

すなわち持家から転居した個人と，賃貸から転居した個

人と大きく2種類を設定して分析を行うこととする． 

転居した個人の居住特性における所有形態は，「賃

貸住宅」が 432 件（54.6%）で最も多く，次いで「持家

住宅」が 359 件（45.4%）となった．また，平均居住年

数は，「賃貸住宅」7.7年，「持家住宅」16.4年，転居

時の平均年齢は，「賃貸住宅」37.8 歳，「持家住宅」

41.4 歳であった．回答者が世帯主となっているは，｢賃

貸住宅」80.2%，「持家住宅」59.1%，同居人数は「賃貸

住宅」2.8 人，「持家住宅」3.4 人であった．配偶者の

持つ場合は，「賃貸住宅」66.1%，「持家住宅」64.4%，

子供の持つ場合は，「賃貸住宅」43.4%，「持家住宅」

48.6%となった． 

そして，図－2 の居住年数分布の裾が右に長いなどの

性質が顕著に見られことから，本研究で生存時間分析手 
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図－２ 居住年数の分布 

 

法の適用が可能性を実際データ面から裏付けられたと考

えられる． 

 

（２）所有形態別居住年数分布の差異の検定 

各住居所有形態の居住特徴が著しく異なってい

ることを統計上に検証する． 

まず，Kaplan-Meier法を用いて，各所有形態別

の生存率を推定する．この方法から得た生存関数

は，ノンパラメトリックな階段関数である6)．生存

関数S(t)のKaplan-Meier推定量は式(12)で表され

る． 

S෠൫tሺ୨ሻ൯ ൌ ෑ Pr෢ൣT ൐ tሺ୧ሻหT ൒ tሺ୧ሻ൧
୨

୧ୀଵ

                          ሺ12ሻ 

図－3では，Kaplan-Meier法による所有形態間の

比較のために全体的な生存曲線を求めたものであ

る．ここに，所有形態別生存率曲線の分布形にそ

れぞれ差異があることがわかる．前居住期間にお

いては，賃貸住宅での個人転居率がどのタイミン

グでも持家住宅より高い． 

次に，Log Rank検定の結果については，統計量

が98.0と十分大きく1%水準で｢所有形態別生存曲線

の分布に差異はない｣という帰無仮説を棄却できた． 

 

６．実証分析 

 

（１）赤池情報量規準による確率分布の選定 

パラメトリックモデルを用いる場合に，ハザード関

数に何らかの確率分布を仮定する必要がある．本研究で

は，第2章に述べたとおり，a）からe）までの確率分布

の5種類を用いて仮定を行った．そして，それぞれ仮定

した確率分布から得られた赤池情報量規準値を表－2に

表す． 

この表から，所有形態別ハザード関数の確率分布を

検討したところ，ワイブル分布を仮定したモデルが最も 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 所有形態別累積生存率曲線 

    

小さいAIC値を得ており，最も統計的には適切であるこ

とがわかる．よって，今回の研究では，転居タイミング

決定モデルにワイブル分布を用いることとする．ただし，

賃貸住宅については，対数正規分布を仮定したモデルも

ほぼ同等のAICの値を得ており，今後さらに検証を行っ

て説明する必要がある． 

 

表－２ 赤池情報量規準（AIC）の比較 

確率分布 
赤池情報量規準（AIC） 

持家住宅 賃貸住宅 

指数分布 624.74 766.89 

ワイブル分布 487.44 681.51 

対数ロジスティ

ック分布 
534.15 689.13 

対数正規分布 570.11 683.71 

ゴンペリツ分布 515.43 715.44 

 

（２）説明変数の導入 

構築した転居タイミング決定モデルのハザード率お

よびパラメータ推定値の計算は，比例ハザードモデルの

場合，第3章にある式(4)および式(5)で，パラメトリッ

クモデルの場合，第3章にある式(7) および式(11)を用

いる．本研究では，説明変数として考慮する変数は，世

帯属性と住居属性との2種類がある．前者は，同居人数

（人），転居時の年齢（歳），性別ダミー（男性=1，女

性=0），世帯主ダミー（はい=1，いいえ=0），配偶者ダ

ミー（有=1，無=0），子供ダミー（有=1，無=0）を含む．

後者は，1DK/LDK から5DK/LDK および以上までの5段階

の住居タイプダミー（はい=1，いいえ=0），駅までの所

要時間(分)がある． 

 

（３）モデルの推定結果 

1%水準または5％水準で有意であった変数のみを用い

たモデルの推定結果を表－3にまとめた．パラメータ推

定値は正ならば，説明変数がハザード率を高める要因で

あり，逆に負ならば，説明変数がハザード率を低める要 
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因である．また，ハザード比はパラメータ推定値の指数

をとることによって求められる． 

これらの結果から共通に言えることは，すべての4つ

のモデルにおいて，「世帯主である」あるいは「配偶者

有り」の場合には，転居ハザード率が増加し，一方，

｢多い同居人数」または「高い年齢」の場合には，転居

ハザード率が減少する傾向にあることがわかる． 

次に，所有形態別に検討してみる．持家住宅での

「住居タイプが3DK/LDK」の場合には，転居ハザード率

が増えているが，「5DK/LDKおよび以上」の場合になる

と，転居ハザード率が減っている傾向にある．ここに，

持家住宅での個人は「居住空間が広い」ほど，転居する

可能性が低くなることをいえる．また，賃貸住宅での

「子供有り」の場合に，転居ハザード率が増加する傾向

にある． 

 

（４）モデルの考察 

まず，本研究で用いた2種類のモデルは本来まったく

異なる前提条件や特性を持つが，所有形態別に推定した

転居ハザード比がほぼ同じであることが表－3での推定

結果から読み取ることができる． 

次に，今回構築された比例ハザードモデルについて

は，Schoenfeld残差・Scaled Schoenfeld残差を使用し，

その比例ハザード性を統計学的に検証した．その結果，

モデルのp値は0.1より大きく，持家住宅の場合に0.2，

賃貸住宅の場合に0.4であったため，比例ハザード性が

満たされていると結論付けることができた．ただし，時

間依存型の変数あるいは比例ハザード性の満たさない変

数をモデルに用いる場合には，基本モデルをさらに拡張

した定式化の必要がある． 

また，今回推定したパラメトリックモデルはワイブ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 所有形態別累積生存率曲線 

 

ル分布を仮定して同定化を行った．そして，この場合に

おける所有形態別の形状パラメータとも1より大きいた

め，時間の経過とともに，転居ハザード率が増加するこ

とが分かる．実は，本論文で既に仮定した5つの確率分

布形のほかにも，一般化ガンマ分布やレイリー分布等，

数多くの分布関数を用いることができる．この他に，今

回取り上げた赤池情報量規準（AIC）以外にも，数多く

説明変数 

パラメータ推定値（ハザード比） 

持家住宅 賃貸住宅 

モデル1 

比例ハザード 

モデル2 

パラメトリック 

モデル3 

比例ハザード 

モデル4 

パラメトリック

同居人数（人） -0.14 a (0.87) -0.14 a (0.87) -0.20 a (0.81) -0.24 a (0.79) 

年齢（歳） -0.07 a (0.93) -0.07 a (0.93) -0.06 a (0.95) -0.06 a (0.94) 

世帯主ダミー  0.60 a (1.83)  0.57 a (1.78)  0.83 a (2.30)  0.92 a (2.51) 

配偶者ダミー  0.93 a (2.54)  0.97 a (2.64)  0.42 a (1.52)  0.49 a (1.63) 

子供ダミー ― ―  0.35 a (1.42)  0.39 a (1.48) 

3 DK/LDKタイプダミー  0.32 b (1.38)  0.35 b (1.42) ― ― 

5 DK/LDKおよび以上タイプダミー -0.37 b (0.69) -0.37 b (0.69) ― ― 

定数項 ― -3.41 ― -1.37 

形状パラメータ ―  2.06 ― 1.59 

対数尤度 -1052.59   -235.72 -1336.09 -333.75 

サンプル数 359 432 

注： a：1%水準で有意， b：5％水準で有意であることをそれぞれ表す．   

括弧内の値は転居ハザード比を示す． 



のモデルの評価方法が存在している．このように多くの

定式化が可能なモデルからどうように分布形を選び，ど

ういう規準に基づいて検討するのが最も適切なモデルを

得られるかについては，まだ再考の余地がある． 

表－3のモデルごとに全ての有意になった変数の平均

値を用いて計算した累積生存率曲線をそれぞれ図－4に

示す．ここでの比例ハザードモデルによる累積生存率の

計算は，比例ハザードモデルにおける基準生存関数のか

わりに，Kaplan-Meier推定量を用いる．そして，これら

の曲線がそれぞれ，Kaplan-Meierによる累積生存率曲線

（図－3）に相応してほぼ一致していることがわかる．  

ここで，Kaplan-Meier法による生存率が実測値であ

る一方，比例ハザードモデルやパラメトリックモデルに

よる生存率は推定値である．後者の推定値が前者の実測

値にほぼ一致していることより，本研究で構築された2

つのモデルとも高い再現性があると判断できる． 

 

７．まとめ 

 

本論文では，動学的な理論に基づいた生存時間分析

手法を用いて，個人レベルの転居タイミング決定を分析

した． 

その結果から得られた結論として，所有形態別にお

ける転居ハザード率間に統計的に有意な差があることが

明らかになった．また，複数の確率分布を仮定したパラ

メトリックモデルによる転居タイミング決定モデルを構

築し，AICを比較したところ，どの所有形態でもワイブ

ル分布が最もよいAICの値となる確率分布形であること

はわかった．さらに，世帯属性と住居タイプとの説明変

数における有意な要因がどれであるか，またそれらが転

居ハザード率へ及ぼす影響の傾向をそれぞれ明らかにす

ることができた．そして，最後に生存時間分析手法の2

種類の構築方法を比較して評価を行った結果，個人の転

居タイミング決定分析分野においては，両者とも精度が

高いことがわかり，両者とも転居タイミングの分析に適

用可能であると考えられる． 

今後は，構築した転居タイミング決定モデルのもと

に，マイクロシミュレーションレベルで立地選択行動モ

デルの構築を目指す必要があり，これらを通じた転居行

動全体のモデル表現が課題といえる． 
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生存時間分析手法による所有形態別転居タイミング決定のモデル化* 

李昂**・西井和夫***・佐々木邦明**** 
本論文では，動学的な理論に基づいた生存時間分析手法を用いて，個人レベルの転居タイミング決定を分

析するものである．その方法として，生存時間分析手法における2種類の方法，コックス比例ハザードモデル

とパラメトリックモデルをそれぞれ用いて，個人の転居タイミング決定モデルを定式化し，その特性を明ら

かにした．続いて，京都市域で実施した住宅立地行動調査によるデータを用いて，世帯の居住特性に関する

実態を把握し，その結果に基づいて，所有形態別に転居率の差異があるかどうかを明らかにするために，

Kaplan-Meier法を用いて，有意性の検定を試みた．さらに，定式化された転居タイミング決定モデルのパラ

メータを推定し，その上で，各手法について評価を行い，その差異や世帯属性の影響を明らかにした． 

Modeling the Duration of Residence by Type of Housing Ownership using Survival Analysis* 
By Ang LI**・Kazuo NISHII***・Kuniaki SASAKI**** 

 This paper describes a residential duration model focusing on an individual-level dwelling movement behavior. The 
model is developed by using two kinds of survival analyses, such as Cox proportional hazards model and parametric 
survival model. Based on a data set from the Kyoto city area, a Kaplan-Meier survival analysis is firstly applied to examine 
the difference between residential turnover rates for various types of housing ownership. Empirical results from estimated 
parameters of residential duration models are also presented. Furthemore, a comparison of the proposed modeling 
frameworks between Cox proportional hazards model and parametric survival model is discussed in this study. 
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